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平成 24 年 3 月 28 日 

 

「内部統制システム基本方針」の一部改訂に関するお知らせ 

 

会 社 名  三 浦 印 刷 株 式 会 社 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  三 浦  剛 治 

（コード番号７９２０ 東証第２部） 

問合せ先   専務取締役管理本部長 北岡 一男 

（TEL.03－3632－1111） 

 

当社は、平成 24 年 3 月 28 日開催の取締役会において、「内部統制システム基本方針」

の一部改訂について、下記のとおり決議いたしましたのでお知らせいたします。なお、改

訂箇所につきましては下線で示しております。 

 

記 

 

1. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

文書管理規程により、株主総会議事録、取締役会議事録、計算書類、稟議書、

その他取締役会が決定する書類（電磁的記録を含む）について関連資料とともに

10年間以上保管し管理します。 

代表取締役は、取締役、従業員に対して、文書管理規程に従って文書の保存、

管理を適切に行うよう指導します。 

また、取締役及び監査役が、必要に応じてこれらの情報を閲覧できる状態を維

持します。 

 

2. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

代表取締役に直属する部署として、監査室を設置し、その監査により法令・定

款違反、その他の事由に基づき、損失の危険のある業務執行行為が発見された場

合には、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、直ち

に取締役会に報告される体制を構築します。 

また、企業倫理、環境、災害、品質及び情報セキュリティ等に係るリスクにつ

いてはそれぞれの委員会、プロジェクトにて規程・ガイドラインの制定、研修の

実施、マニュアルの作成・配付等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視

及び全社的対応の指示は代表取締役が行うものとします。 

さらに、新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定めます。 
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3. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、取締役の職務の効率性を確保するために取締役の合理的な職務分

掌、チェック機能を備えた権限規程等を定めるとともに、合理的な経営方針の策

定、全社的な重要事項について検討・決定する経営会議等の有効な活用、各部門

間の有効な連携を確保するための制度の整備・運用を行います。 

 

4. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

社内のコンプライアンスの徹底を図る目的で企業倫理委員会を設立し、同時に

企業倫理相談窓口も設置します。 

また、今後も企業倫理の向上と企業の社会的責任重視の経営を展開する基本姿

勢として、経営理念と経営指針を基にした企業倫理規程、従業員行動基準をもと

に取締役、管理職、一般社員に対して、階層別に必要な研修を定期的に実施しま

す。 

さらに、関連する法規の制定・改正、当社及び他社で重大な不祥事、事故が発

生した場合等においては速やかに必要な研修を実施します。 

反社会的勢力との関係排除を企業倫理規程、従業員行動基準に定め、教育・研

修を実施するとともに、不当要求防止責任者の選任など実践的運用のための社内

体制を整備します。 

また、反社会的勢力に対しては警察当局等、外部機関と連携して組織的かつ法

的に対応します。 

 

5. 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社の企業倫理規程、従業員行動基準をグループ企業の従業員全員へ周知させ

ていきます。 

グループ各社はその業績の推移等を、当社に定期的に報告するとともに、特に

重要な事項については当社と事前に協議する体制をとっていますが、さらに内部

統制に関する協議、情報の共有化、指示・伝達等が効率的に行われる体制を構築

していきます。 

 

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

当社の事業規模に鑑み、当面は配置しないこととしますが、必要に応じて各部

門より、資料提供・調査等に協力します。 

 

7. 監査役への報告に関する体制 

取締役及び従業員は、監査役に対して、法令に違反する事項、会社に著しい損
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害を与えるおそれのある事項、毎月の経営状況として重要な事項、内部監査状況

及びリスク管理に関する事項、その他コンプライアンス上重要な事項を速やかに

報告しなければなりません。 

 

8. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説

明を受け、その修正等を求めることができます。 

また、内部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるとき

は、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めることができます。 

そして、会計監査人を監督し、会計監査人の取締役からの独立性を確保するた

め、会計監査人の監査計画については監査役が事前に報告を受けることとします。 

 

以 上 


